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定期監査結果の報告について

 地方自治法第 199 条第４項の規定に基づき定期監査を実施したので、同条第９項の規定

によりその結果を別紙のとおり報告する。
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定 期 監 査 結 果 報 告 

１．監査の対象、期間及び監査日 

対    象 
監 査 日 

部 課 名（学校・園） 期  間 

教育委員会

事務局教育部

教育総務課

磐 田 北 小 学 校
令 和 ２ 年 ４ 月 か ら

令 和 ２ 年 ８ 月 ま で
令和２年 10 月 23 日 

大 藤 小 学 校
令 和 ２ 年 ４ 月 か ら

令 和 ２ 年 ８ 月 ま で
令和２年 10 月 23 日 

向 笠 小 学 校
令 和 ２ 年 ４ 月 か ら

令 和 ２ 年 ８ 月 ま で
令和２年 10 月 23 日 

岩 田 小 学 校
令 和 ２ 年 ４ 月 か ら

令 和 ２ 年 ８ 月 ま で
令和２年 10 月 23 日 

田 原 小 学 校
令 和 ２ 年 ４ 月 か ら

令 和 ２ 年 ８ 月 ま で
令和２年 10 月 23 日 

富 士 見 小 学 校
令 和 ２ 年 ４ 月 か ら

令 和 ２ 年 ８ 月 ま で
令和２年 10 月 23 日 

城 山 中 学 校
令 和 ２ 年 ４ 月 か ら

令 和 ２ 年 ８ 月 ま で
令和２年 10 月 23 日 

向 陽 中 学 校
令 和 ２ 年 ４ 月 か ら

令 和 ２ 年 ８ 月 ま で
令和２年 10 月 23 日 

こ ど も 部

幼 稚 園

保 育 園 課

磐 田 北 保 育 園
令 和 ２ 年 ４ 月 か ら

令 和 ２ 年 ８ 月 ま で
令和２年 10 月 26 日 

二 之 宮 保 育 園
令 和 ２ 年 ４ 月 か ら

令 和 ２ 年 ８ 月 ま で
令和２年 10 月 26 日 

磐 田 北 幼 稚 園
令 和 ２ 年 ４ 月 か ら

令 和 ２ 年 ８ 月 ま で
令和２年 10 月 26 日 

向 笠 幼 稚 園
令 和 ２ 年 ４ 月 か ら

令 和 ２ 年 ８ 月 ま で
令和２年 10 月 26 日 

田 原 幼 稚 園
令 和 ２ 年 ４ 月 か ら

令 和 ２ 年 ８ 月 ま で
令和２年 10 月 26 日 

大 藤 こ ど も 園
令 和 ２ 年 ４ 月 か ら

令 和 ２ 年 ８ 月 ま で
令和２年 10 月 26 日 

岩 田 こ ど も 園
令 和 ２ 年 ４ 月 か ら

令 和 ２ 年 ８ 月 ま で
令和２年 10 月 26 日 

２．監査の方法 

   提出された監査資料、関係帳票及び証ひょう書類を抽出調査するとともに、

関係職員から説明を聴取し、事務執行が関係法令に基づき適正に執行されて

いるかどうかを市監査基準に基づき監査した。 
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３．監査の結果 

   監査した事務は、概ね適正に処理されていると認められたが、一部におい

て改善・検討を要する事項が見受けられた。その監査結果の概要は、次のと

おりである。なお、監査の際に見受けられた軽微な事項については、その都

度、関係職員に対して改善又は検討を要望したので記述を省略した。 

【教育委員会事務局教育部 教育総務課（小学校・中学校）】 

指摘事項 

  特になし 

所見（要望事項） 

１ 理科薬品の管理について、施錠管理が不十分なもの、保管する薬品の現有量

が理科薬品管理台帳と一致しないもの、使用や棚卸について台帳へ記入されて

いないものが見受けられた。理科薬品には劇薬にあたる薬品も含まれており、

各学校に対し厳格に管理するよう指導されたい。

２ 学校給食費保護者負担金について、当該預金通帳の入出金を出納簿に記録し

管理しており、学校長により出納簿と通帳を確認することとされているが、そ

れらを照合していない学校が見受けられた。処理状況及び残高を確認するため、

出納簿と通帳を照合し、点検を適正に実施するよう各学校に徹底されたい。

【こども部 幼稚園保育園課（保育園・幼稚園・こども園）】 

指摘事項 

  特になし 

所見（要望事項） 

備品購入について、一部の園で物品製造等見積参加資格登録のない業者から

見積書が徴収されていたので、物品製造等にかかる契約事務取扱要領に基づき、

見積参加資格登録のある業者から見積書を徴収するよう徹底されたい。
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